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〔泌尿紀要24巻2号1978年2月〕

前立腺癌の高危険魚群と予防癌学をめぐるworkshOP

京都府立医科大学泌尿器科学教室（主任：渡辺 決教授）

       渡  辺     決

       三  品  輝  男

  国立がんセンター一・ue学部（主任：平山 雄部長）

       車  山    雄

放射線影響研究所疫学統計部（主任：1，M．モリャマ部長）

       加  藤  寛  夫

 札幌医科大学泌尿器科学教室（主任：熊本悦明教授）

       熊  本  悦  明

 京都大学医学部泌尿器科学教室（主任：吉田 修教授）

       吉  田     修

A WORKSHOP AROUNP THE HIGH RISK GROUP AND THE

   PREVENTIVE ONCOLOGY OF PROSTATIC CANCER

     Hiroki WATANABE and Teruo MisHiNA

  D晦7彦ment of Urology， KJoto Prefectural翫iuersiり， of Medieine

         （Director ： Prof． H． Watanabe）

           Takeshi HiRAyAMA

   EPidemiologp Division， IVational Cancer Center Research lnstitute

          （Chief ： Dr． T． Hirayama）

            Hiroo KATo

Epidemiology and Statistics 1）吻伽ent， Rαdia彦iOn Effect∫1～esear‘h Founda彦ion

         rc々げ’1）7．LM．面7加篇ノ

          Yoshiaki KuMAMoTo

     DePartment of Urolog／， SaPporo Medical College

         （Director ： Prof． Y． Kumamoto）

           Osamu YosHIDA

   1）ePartment of Urologク， Facult20f Medi‘ine， K20to Univers妙

         （Director ： Prof． O． Yoshida）

  A workshop on ．the high risk group and the preventive oncology of prostatic cancer was．held in

Kyoto on July 28， 1976． The following subjects were presented：

  1． Prostatic cancer epidemiology （Dr’． Hirayama）．

  2． lnfluence of radiation for the occurrence of prostatic cancer （Dr． Kato）．

  3． Survival rate and endocrinological aspect of prostatic cancer （Prof． Kumamoto）．

  4．’ Experimental prostatic cancer （Prof． Yoshida）．
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  5． Model’ mass screening for prostatic diseases using transrectal ultrasonotomography （Prof．

Watanabe）．

  6． Cooperqlion study for prostatic cancer betwe．e4 Japan and U． S． A． （Pro£ Yoshida）．

  7． ．A review on literatures of prostatic cancer． epidemiology （Dr． Mishina）．

  The review revealed evidences as follows：

  Two striking evidencgs in prostatic cancer epidemiology are prevalenc’e only in older ages and

different incidence between races． The highest freqqency is observed among Negros living in U． S．

and relatively higher among Whites commonlY in U． S． and Europe． On the contrary， most Orien－

tals show lower frequency， though that among Japanese． is increasing r’emarkably during these one

or two decades． Some migrant studies reveal that frequency among Japanese Americans is appro－

ximately in the middle between Japanese in Japan and American Whites． Althoqgh the occurrence

of latent cancer is almost equal in each race， histological features of the cancer cells are more active

in Whites or Japanese Americans than Japaneses in Japan．

  Two probable evidences are influence from sexual．life and heredity． This disease is fewer in

．unmatried men than married men and prevalent in men with． greater sexual’ activities． A few 1〈inds

of hereditary disposition are reported．

  Two suspectable evidences are cadihium pollutiQ’n and vegetables taking． High frequency might

be observed among men chronically exposed to cadmium’oxide dust oVer a petiod of ten or more’ 凾?≠窒刀D

Low frequency in vegetarians is also reported．

 従来の癌研究に対する努力はおもに治療癌学に向け

られていたが，1974年フローレンスでおこなわれた第

11回国際癌学会においては，癌治療の問題とともに癌

をより以前の段階で動態的にとらえ，より根源．のレベ

ルで理解しょうという努力がはらわれ，ようやく．癌研

究の方向が予防癌学preventive oncolQgyに向けられ

てきた1）．Shimkin（1974）2）1こより予防癌学prey『ntiマe

oncologyなる概念がはじ． ﾟて提唱され，1976年4月

未ニューヨークでおこなわれた第3回ガンの発見と予

防国際シンポジウムでは，予防癌学についての具体的

な討論がなされたのである．

 京都府立医科大学泌尿器科教室では，これから前立

腺癌の予防医学に関する継続的な研究に取り組もうと

しているが，その第一歩として，わが国の疫学研究お

よび前立腺癌研究の第一人者4名をお招きし，厚生省

のがん研究助成を受けて，1976年7月28日京都府立文

化芸術会館にて，． O立腺癌の高危険度群に関する従来

の知見を統合整理するための研究集会workshOPを開

いた．本報告は当日おこなわれた各演者の発言の要旨

をまとめたものである．

 L 前立腺癌の疫学

               平 山   雄

A．記述疫学．

1）年次

 日本の前立腺癌年齢訂正死亡率（人口10万対）は

1950年0・2，1974年1・3と25年間に6倍以上増え，今

後も増加はつづくと推測される．また前立腺癌死亡率

の年齢階級別年次推移とcohort群とcalendar year

群の間で比較した結果calendar year effectのほうが

cohort effectよりつよい傾向がみられた．

2）年齢．

 日本の前享腺癌年齢際級別死亡率をみると！40歳ご

ろより死亡率の急激な上昇が認められる．その勾配は

他のどの癌より急峻である．同様のことは，前立腺癌

罹患率についても認められる．

3）移民

 1960ん64年および1968～72年の日本在住日本人，ハ

ワイ在住白人の年齢訂正前立腺癌罹患率をみると，

Fig．1めごとく日本在住日本人がもっとも低く，ハワ

イ在住白人がもっとも高かった．ハワイ在住日本人は

その中間であった．年度別の罹患率は3者いずれも増

加しているが，とくにノ、ワィ在住の日本人における罹

患率の増加は約2倍で，・もっとも大き．かった．

4）地域

 次に1969～71年の平均で，わが国のブロック別前立

腺癌訂正死亡率をみると，南九州および東北に前立腺．

癌による死亡が多いようであった．

B・分析疫学

1）計画調査population prospective study

 1965年10月～12月に全国6．県29保健所管内の40歳

以上の男122，261名を面接調査し，この集団をその
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Fig． 1．

後10年間にわたって追跡観察した計画調査記録がある

が，対象症例中でこの期間内に前立腺癌で死亡したも

のは65例であった．そこで本集団の初期人口の疫学的

特性別（年齢，結婚状態，職業，飲酒，喫煙，熱いEI

本茶・緑黄色野菜・牛乳・肉・魚・味噌汁・漬物・米

の摂取，県などの諸項目別）に年齢訂正前立腺癌死亡

期待数を算出し，実際の死亡数と比較検討したところ，

これら14の観察項目中で前立腺癌と有意の関連性を示

したのは緑黄色野菜の摂取頻度だけであった（Fig・2）・

2）稲関調査correlation study

 緑黄色野菜中の具体的な種類ごとに前立腺癌訂正死

亡率との相関係数を比較してみると，ほうれん草が前

立腺癌訂正死亡率と逆相関し，また同じことを種々な

前
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Fig．2。緑黄色野菜摂取頻度別前立腺癌死亡率

    （計画調査1966～75）

栄養素ごとに比較してみると，vitamin AおよびG

が逆相関，脂肪がつよい正の相関を示した．

c・総  括

 以上前立腺癌発生の因子としては，人種，国，地域

年齢，年度，食餌（とくに緑黄色野菜と脂肪）などの

諸要素が重要である．

 なお前立腺癌は他の癌と異なり，罹患数が死亡数の

約2倍も存在するという特徴がある。したがって前立

腺癌の疫学的研究においては，死亡数もたいせつであ

るが罹患数も同時にとりあげる必要がある．

 2．前立腺癌発生におよぼす放射線の影響

               加 藤 寛 夫

 放射線影響研究所疫学統計部では，1950年に広島，

長崎に在住していた109，000人の追跡調査を1975年ま

でおこなったが，その間の死亡者の申で死亡診断書で

前立腺癌を死因とする死亡者数を，原子爆弾放射線の

被ばく線量別に分類してみるとTable 1のごとくに

なる．この表で200～299rads群の年齢訂正死亡率は

10万対8・6で有意に高いようにみえるが，300 rads以

Tab1e－1． Prostate Cancer Mortality by Radiation Dose 1950－1975

       Not
Statlstics
       in city

Rodiotlon dose ｛fad）

o 1－9   10－49  50－99  100一｝99 200－299   300十

No． ＄ubject

Person year

No， prostote

 cancer
Crude deoth rate
（XIO｛ per year）

Age aOjusted rote

Hl44 14541 8847 57i5 1585 1574 640 670
224804 291571 ［82324 口7034  32639  28202  13517  13627
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8．6 o
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上の群の死亡率が0であり，全体的にみて前立腺癌死

亡率は被ばく線量と関係がないといえる。次に当研究

所において1950年から1975年までにおこなつt 2818

例の病理解剖結果に基づき，死亡診断書上の死因と病

理解剖の所見を比較するとTable 2のごとくにな

り，前立腺癌が死因とされていたものは12例であるの

に，病理解剖による前立腺癌は24例に発見されている

（Table 2）．すなわち真の前立腺癌死亡数は死亡診断書

に基づく死亡統計上の死亡数の約2倍ぐらいあると考

えられる・

Table 2． Underlying cause of death and autopsy

     diagnosis （principal autopsy diagnosis）

と（Fig・6），長期聞（1年以上）投与群が他の中期間

（3～12ヵ月）投与群および短期間（3ヵ月以内）投

与群に比べ，圧倒的に5年生存率がよい．アメリカで

はホルモン療法を長期間おこなうとcardiovascular

side effectsが招来され，かえって前立腺癌患者の予

後を悪くするという成績が報告されており，長期問投

生

存

Autopsy Diognosis

IOO

90

 Underlying
Couses of Deoth P「os十〇te    Other TotolCancer

率

Prostote concer 5 7 ］2
0ther s9 2787 2806
Total 24 2794 28］8

80

70

60

50

40

30

2e

10

Confirmatlon rate 5／12＝41，7elo

Detection rate 5／24＝20．8e／．
Autopsy／Death certificote 24／12＝2．0

 3．前立腺癌の生存率と内分泌環境

               熊 本 悦 明

 私たちが，札幌医科大学泌尿器科で扱った前立腺癌

症例はTable 3のごとく172例で，その内訳はstage

I13例（7・6％）， stage II 40例（23．3％）， stage III 68

例（39．5％）およびstage lV 51例（29．6％）である．

初診時における年齢によって分けた実測生存率はFig・

3のごとくであり，若年者のほうが予後がよいようで

ある．組織分類別の予後をみると（Fig・4），一一般の癌

と同じく分化型の5年生存率が最もよく，未分化型で

は明らかに悪い．stage別の予後をみると（Fig・5），

当然のことながらstageが進むにつれて予後は悪い．

 さらに去勢後のホルモン療法と予後との関係をみる

40歳代（5例）

x

（75％）

Table 3・前立腺癌症例の年齢およびStage（172例）

                   （）内％

40代 50代 60代 70代 80代 計

St、留1
7（9，9＞ 6 （7．8） 13

i76）

H 1（20．0） 2（15．4） 14
iユ9．7）

16
i23．2）

7（500） 40
i233）

自験症例

皿
2（40．0） 4（30．8） 32

i45。1

26
i37．7）

4（28．6） 68
i39．5）

w 2（40．0） 7（53．8） 18
i25．4）

2130．4） 3（21．4） 51
i29．6

計
5（2．9） 13

@（7．6）

71
i41．3

69
i40ユ）

14
i8．1）

172
@ （100）

市川統計
iユ959）

21
i2．6）

137
i17．2＞

354
i44．6）

231
i29．4）

42
i5．3＞

791
@ （100）

70歳代（69例）     50歳代（13例）

            （51．6％）

・・歳代（1・例・

_騰
      60歳代（71例）

   0   1  2   3  4  5 年

Fig・3・前立腺癌の年齢別予後統計

    （172例：すべての治療形式を含む）
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      Table 4． Sexual lntercourseの回数

a）札医大泌尿器科外来調査（1975）b）Pearlmav， C．K，ら（USA）報告（1972）

調査対象
週3～4回
@  （％）

週1～2回週1回   （％）

（％）

月3回
@ （％）

月2回
ﾚ （％）
 月1回
ｻれ以下（％〉
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@（％）年齢

 数a ib
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。i・
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 …191452 …
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与がおこなわれていないようであるが，われわれの成

績では逆の結果であった．これは人種的な差であるの

か，使用ホルモンの違いによるものかは今後検討を要

する．しかしアメリカでも現在ホルモン剤短期問使用

の治療方針に対する反省がなされている．

 またホルモン使用期間および使用量と生存率の関係

をみると（Fig．7＞，長期間投与例では大量（ヘキスロ

ン30mg／day）投与群と小量（ヘキスロン5～10mg／

day）投与群との間にほとんど差がなく，中期間投与

例では大量投与群のほうが予後がよいようである．こ

のことからも日本人にはあまりホルモン投与による

cardiovascular side effectsが問題にならないように

思える．

 次に日本人と米国人の男子におけるsexual inter－

courseの回数の比較をしてみると（Table 4），60歳未

満ではそれほど差はみられないが，60歳以上で日本人

では週1回以上が1人もないのに対し，米国人ではな

おかなり認められる．

 この相違が食事内容によるのか否かは今後の検討を

待たねばならないが，前立腺癌発生と性生活，ひいて

は前立腺癌発生と内分泌環境との間には，かなり密接

な因果関係が示唆されそうである．

4．前立腺の実験癌

吉 田 修

 前立腺の実験癌についての研究は，現在Table 5の

ごとく，1）実験的に動物に前立腺癌を発生させる・

2）ヒト前立腺癌を動物に移植する．3）前立腺の組織

培養をおこない培養細胞に癌化をおこさせる，という

3つの方向に大きく分けられる．動物における前立腺

癌発生研究のなかでは，radiationにより動物に5／135

の比率で前立腺癌の発生をみたという広島大学放医研
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Table 5． Experimental model in research for

     human prostatic carcinama

1） lnduction of PC in Experimental Animals

脾 che皿icals

一 radiation

一 hormonal manipulation

“一@（spontaneous）

2） lmplantatton

 － im皿unosupre5sion or ㎞uno－ineompeten［ sites

 一 e’nude・ii mouse

3） ln vitro experiment

 一 tissue culture （organ culture and cell． culture）

  （transformation一 spontaneous， ehemical and

          once－viral etc＞

の最近の報告が注目される．ヒト前立腺癌の移植は免

疫学的な問題のために困難であったが，京都大学の岡

田はWUrzburg大学における研究により．ヌードマ

ウスにヒト前立腺癌を移植することに成功した．京都

大学では今後この方法を用いて治療方法の検討や卑疫

学的診断方法の確立をおこなう予定である．

5．前立腺集団検診

渡 辺 決

をも参考にして，127例中48例（37・8％）が2次検診

必要と判定された．その内訳は，前立腺肥大症疑29例

（全例の22．8％），前立腺炎または結石症疑13例（102

％），前立腺癌疑4例（3．1％），その他2例（1・6％）で

あった．なお1次検診1例あたり所要経費は，検査人

件費，機械償却費，消耗品費，診断人件費を含め約

1，500円であった．

 2次検診は1975年3月6日より同24日までの間に，

宮城県対がん協会検診センターおよび東北大学医学部

附属病院泌尿器科において，4名の泌尿器科医により

通常の泌尿器科的検査法によっておこなわれた．その

結果はTable 6のごとく，46例中（2例来院せず）

22例は正常と判定され，残りの24例には何らかの前立

腺疾患が発見されtこ．ことに18例（全検診施行例の

14．2％）もの多数において，治療を要する前立腺肥大

症患者が発見されたことは驚くべき事実で，この種の

集団検診としてはきわめて異例な疾患発見率であっ

た．前立腺癌は発見されなかったが，このような小規

模な実験では当然なことであり，こんご京都府立医科

大学では，さら1（一一・歩進んだフィールド実験の実施を

計画している．

Table 6・ 2次検診精査結果：

        （全例に対する％）

 われわれは，独自に開発した椅子型の経直腸的超音

波断層装置3・4・5）を用い，1975年1月20日より同31日

までの10日間，宮城県対がん協会検診センターにおい

て前立腺集団検診のモデル実験をおこなった6・7）．

 対象とした症例は，宮城県対がん協会胃集検2次検

診受診者のうちの男子有志132例で，その年齢分布は

40～76歳，平均55・0歳であった．アンケート形式に

よる病歴調査では，全例の27％が頻尿および残尿感を，

25％が各種の排尿異常を，また15％が夜間頻尿を訴え

ていた．

 1次検診は経直腸的超音波断層法のみを用いておこ

なった・全対象例132例中，検査不能だったもの2例

（痔疾1例，めまい1例）および撮影に失敗したもの

3例（フィルム巻取り誤操作）を除く127例において，

明瞭な前立腺の水平面超音波断層像が記録された．1

次検診には，常時医師1名，研究助手1名，技術助手

1名，計3名が立ち合い，1日あたり平均i3・2例を検

査した．検診必要時間は，準備，検査，故障修理およ

び遊休時間すべてを含め1例あたり平均15．3分（検査

のみでは6・3分）であっt．記録された前立腺超音波

断層像は，超音波診断にじゅうぶんな経験を有する泌

尿器科医4名により検討され，アンケートによる病歴

前立腺肥大症

  第1期（薬物療法必要） ｛

  第H期（手術療法必要）

前立腺炎
前立腺結核

正   常

来院せず

18fflJ （14．2％）

郷；：潔｝

5例（3．9％）

1イ 旺 （ O．8％）

22例

2例

計 48gg （37．8％）

1975年5月

6．前立腺癌研究における日米協力体制

             吉 田 修

 前立腺癌のH米協力体制は，今から3年前にNCI
のなかのNational Prostatic Cancer Pr（）j ectのDirec－

torであったDr・Mostofiが，市川篤二東大名誉教

授に日米の前立腺癌発生率の違い（米国人に高く，日

本人に低い）を疫学的に共同研究しょうと働きかけ，

1回会合がもたれたことにはじまる．しかしそれ以後

その会合はもたれず中断されている．現在NPCPの

DirectorはDr・Murphyになっており， Dr・Murphy

を通せば，前立腺癌の協力研究は可能と考えられるが，

研究費の面での援助はあまり期待できない．
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 日米がん研究事業には，泌尿器系では膀胱癌（日本

側代表吉田 修，米国側代表G・T・Bryan）のみで前

立腺癌は含まれていないが，疫学（日本側代表平山

雄，米国側代表R．W． Miller）の方面よりの人的交

流や情報交換は可能である．しかし研究費援助はやは

り望めそうもない．

 もうひとつのルートとして，ハワイのoncologist

との協力研究も考えられる．一般にアメリカでの前立

腺癌の研究の主眼はおもに疫学におかれており，その

中で米国人，日本人のincidenceの差は興味ある点で

あり，この方面での日米協力はじゅうぶん可能であろ

う．

7，前立腺癌の疫学に関する文献的考察

             三 品 輝 男

 演者の1人平山は各種の癌の特徴を分類するにあた

り，Table 7のごときcheck listを作成している・

われわれもこの表の順序に従い，前立腺癌の疫学に関

する文献的考察をおこなうことにした．

A． Background

Table 7． Summary ef risk factors associated

    with cancers of the prostate．

A． Background

 1） cell type and classification

 2） case fatality

B． Hlost

 1） sex

 2） age

 3） race and ethnic group

 4） genetic siusceptibility

 5） precancerous lesiens

 6） acquircd disorders

 ’ 7） multiple primary neoplasms

C． Environment

 1） time trends

 2） intercountry variations

 3） migration

 4・） clustering within countries

 5） socio－econoエnic status

 6） tobacco

 7） diet

 8） alchohol

 9） drugs

 10） occupation

 11） radiation

 12） air pollution

 13） sex life and pregnancy

 14） microbial agents
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 1） Cell type and classification．

 ScottおよびSchirmer（1970）8）によれば，前立腺

癌の組織は，adenocarcinomaが全体の97％を占め最

も多く，ついでsquamous cell carcinomaが2．5％，

混合型が0・5％である．

 また軽部（1961）9）は前立腺癌を臨床病理学的見地か

ら，（1）臨床的に局所症状を伴い容易に診断可能で，

多くは典型的なadenocarcinomaの組織像を示す

clinically manifest carcinoma（顕在癌），（2）骨転移

で遠隔転移が認められるのに前立腺の悪性病巣は小

さく，したがって臨床症状もほとんどなく，多くは

adenocarcinomaもしくはcarcinoma simplcxの組織

像を示すoccult carcinoma（伏在癌），および，（3）解

剖や前立腺の手衛により偶然組織学的に発見され，臨

床的に全く無症状で，well differentiated adenocar－

cinomaの組織像を示すlatent carcinoma（潜在癌）

の3つに分類している．

 さらに前立腺癌のstagingには， American Medical

Associationの1（またはA），2（またはB），3（また

はC），4（またはD）という4段階分類と，UICC

のTNM分類とがあるが，それらの関係はFig．8に

示すごとくである，

 2） Case fatality

 Castro（1974）1。）の報告に基づき治療法別5年生存率

をみてみると，初診時遠隔転移のない324例について

は，無治療10％，除睾術のみ31％，ホルモン療法のみ，

29％，ホルモン療法十除睾術44％となっており，初診

時遠隔転移のある263例については，無治療6％，．ホ

ルモン療法のみle％，除睾術のみ20％，ホルモン療法

十除睾術21％となり，low stage， high stage症例いず

れにおいてもホルモン療法と除睾術の併用療法を受け

た症例の5年生存率が最もよかった．一方，京大泌尿

器科（1974）11）の統計によれば210例の5年生存率は

stage A， Bで57～77％， stage C， Dで16～25％で，

前述の米国の成績と比較するならば，本邦の前立腺癌

患者のほうが5年生存率がよいことになる．

 また全摘術施行例の5年生存率は，Jewett（196gi2），

197013））の103例（stage A－B）では74％， Belt＆

Schroeder（i972）正4）の464例（stage B－C）で68．9％，

市川（1959）15）の152例（昌tage A－C）では41・3％，宍

戸ら（1972）16）の12例（stage A－B）では39％（直接法

で算定）となっている．すなわち全摘施行例において

は本邦の5年生存率のほうが欧米の値より低くなって

いる．これはおそらく対象症例の年齢に差があるため

であろう．

B． Hlost
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  ！． （or A） T’umor copfined to prostate and net palpable

       Incldentally diagnosed． Normal serum acid phosphatase and bone survey

  2， （or B＞ Tumor confined to prostate gland but palpable or recral examination as

       a nodule． Normai serum acid phosphatase and bone survey

  3． 〈or C） Locally invasive either smaller than 6 cm in diametcr （Ci） or largcr than

       6cm （C2）“． Normal serum acid phosphatase and bone survey
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       occult tumor） to obvious periprostatic extension

Fig．8． Comparison of staging mcthods for carcinoma of the pr（rstate．（Castrolo）による）

 1） Sex

 もちろん男性の疾患であるが，Kline免lter症候群に

本疾患が発生したとの報告もみられる17）．

 2） Age

 瀬木（1973）18）によれば，本邦における1970～71年

の前立腺癌の訂正死亡率はFig・9のごとく，50歳か

ら年齢が長ずるにつれて急激な増加が認められる．ま

た Kingら（1963）・9）による24ヵ国，米国白人，米国有

色人種および日本の年齢別訂正死亡率の報告をみても，

やはり50歳頃より年齢の増加につれて急激な前立腺癌

による死亡率の増加が認められる（Fig・10）・

 すなわち前立腺癌は他の癌に比べて一般に発生年齢

が高く，年齢の増加につれていっそう頻度が高まると

いう特徴を有する．

 3） Race and ethnic group

 Dollら（1970）2e）は世界各国の前立腺癌罹患者数を

人口補正して比較しているが，それによれば，世界人．

口補正の罹患者数では人口10万に対し米国カリフォル

ニア州の黒人65．3人，ハワイの白人43・4人，カリフォ

ルニア州自人38．0人で，これに対し日本の宮城県は3．2

人と非常に少ない（Table 8）・

 瀬木（1976）21）の報告に基づき1971年における世界

43力国の前立腺癌による訂正死亡率を比較してみると，

上位3力国はノルウェー19．08，スウェーデン19．03，ス

イス18．81であり，下位3力国はタイ0・09，シンガポ

ール1．15，エジプト1．33で日本は第39位にあたり1．88

一であ．らπ：一一 ﾄ国のデ』ターはこの報告には含まれていな

いが，同じく瀬木の最近の統計（末発表）によれば，

1971年の米国の前立腺癌訂正死亡率は13．94であった．

 Kingら（1963）19）は米国とハワイの1949年から1952

年までの前立腺癌の人種別訂正死亡率を調べたところ，

米国有色人種を100とした場合，中国人27，ハワイ人

50，アメリカインデアン36，日本人18，ハワイフィリ

ッピ：イ人12で米国白人を100とした場合，申国人28，

アメリカインデアン36，日本人24であった．また1947

年から1954年までのハワイ州の前立腺癌の発生頻度を



渡辺・ほか：前立腺癌・予防癌学 137

年

軒

別

汀

正

死

亡

率

se

Table 8． 人種別前立腺癌罹患者数

（Dollら20）による）
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Fig。9．前立腺癌の年齢別訂正死亡率

     （日本1950～51と1970～71の年齢別

    比較）（Segils）による）
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年齢別訂正死亡率（1952～57）

（Kingi9）による）

90

1950年の全米男子人口により補正してみたところ，ハ

ワイ人12・2，白人25・4，中国人4・4，日本人2．8，ブイ

リツピン人2．7であった．

 またDodgeら（1973）22）によれば，アフリカ人口に

補正して米国アラメダ地方の前立腺癌の年齢訂正発生

率は，白人17．9，黒人3L6，アフリカ1L6，イバダン

（ナイジェリア）4・9，キャドンド（ウガンダ）3・5，

日本（宮城）1，8であった．

 これらの成績より，前立腺癌は欧米白人および米国

黒人に非常に多く，東洋人には少ない，きわめて特異

な人種的特徴を有する癌であることがわかる．そして

同じ環境に住んでいても，人種あるいは種族により前

立腺癌の罹患率および死亡率は明らかに異なる．

 4） Genetic susceptibility

 Thicssen（1974）23）は145例の乳癌患者の家系を調

べたところ，その父および母方の家系に子宮癌，前立

腺癌および乳癌が有意に高率に発生したと述べてい

る．またKingら（1963）19）は，前立腺癌にて死亡した

人の家系における男子の前立腺癌以外の死因による死

亡数に対する前立腺癌による死亡数の比は，対照の家

系に比べ約2・5倍であり，この比を両親および兄弟に

限定してみると3倍以上となったと述べている．Bour－

ke＆Griffln（1962＞24）はロンドンの前立腺癌患者の

血液型を調べ，対照に比し前立腺癌患者にはA型が多

かったと述べている．一方Wynderら（1971）25）は血

液型と前立腺癌との間には相関関係はなかったと述べ

ている．

 Wo・lf（1960）26）は，米国ユタ州における1942年から

1958年までの17年間の前立腺癌死亡者中より抽出し

た228人の白人の両親・兄弟の死亡原因を調査したと

ころ，同地区の他疾病による同年で同年齢の白人男子

死亡者を対照家系とすると，父3：2，兄弟12：3の割合

で対照家系に比し前立腺癌死亡者数が多く認められ
た．

 以上より前立腺癌は臓器特有の遺伝因子をもち，前

立腺癌患者の発生した家系に発生しやすく，乳癌，子

宮癌および卵巣癌の家系とも関連性をもっているとい

える．

 5） Precancerous lesions

 潜在癌
 軽部（1961）9）は229例の剖検例の前立腺組織を連続

切片で詳細に調べた結果，25例（10・9％）に潜在癌を認

め7こ．このうち70歳台だけでは，その比率は23％に達
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Table・9・国別年齢別latent carcinama発生率（Wynderら25）による）
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しナこ．

Wynderら（1971）？5）は文献的｝こ国別の潜在癌を比

較検討した（Table 9）が，人種別の発生頻度の差は

それほど認められなかっ71．

 赤崎（1972）27）は，日本人，米国在住白人およびハワ

イ在住日系人，コロンビア人の前立腺標本をまったく

同じ手技で連続切片にして比較した．その結果潜在癌

の発生頻度にはあまり差を認めないが，それらの組織

像を詳細に検討してみると，米国在住下人やコロンビ

ア人の組織像は日本人のものに比し著しく増殖型が多

く，ハワイ在住日系人の潜在癌の組織像も米国在住白

人やコロンビア人のそれに近いことを発見した（Table

10）．同じく赤崎・Stemmermann（1973）2s）は，日本

人239名とハワイ在住日系人158名の男子剖検例の前

立腺の組織学的検討をおこなったところ年齢訂正によ

Table 10・人種別1atent carcinoma発生率

      （赤崎27）による）

年齢訂正
発 生 率

増殖型年齢
訂正発生率

日本人

21．2

31．0

米  国  人

季勢致三景矢

30．8

90．4

25．3

51．8

コPtン
ビア人

31．0

80．4

る潜在癌の発生率は前者では20・5％，後者では26．7％

で，両者間に有意差はなかった．しかしハワイ在住日

系人の潜在癌のうち増殖型は19・1％に認められ，日本

人のそれにおける8・7％という数字と対照的であった

（Table 11）・しかもこの増殖型潜在癌から早期顕在

癌への移行段階にある症例もかなり認められ，赤崎

（1976）29）は潜在癌の増殖型は明らかにprecancerous

lesionであると確信をもって述べている．

 前立腺肥大症

 Armenianら（1974）3。）は，296名の前立腺肥大症群

と299名の対照群とについてその後の前立腺癌による

死亡率を調べたところ，前立腺肥大症群は対照群の

3．7倍であったと述べている。しかし前立腺肥大症が

precancerous lesionであるという証拠は現段階では

乏しく，今後検討を要する．

 6） Acquired disorders

 Glantz（1964＞3Pは，肝硬変をともなっている550例

と肝硬変をともなっていない650例の剖検結果より，

前者では3・3％，後者では9．0％の前立腺癌の合併がみ

られ，明らかに肝硬変患者における前立腺癌発生率が

少ないことを示した．そしておそらくは肝硬変により

もたらされるhyperestr・genismが，前立腺癌発生を

予防したか，あるいはすでに発生している前立腺癌を

治療したのであろうと推測している．しかしWynder
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Rate of proliferat量ve type of latent carcinoma i且Japan a皿d fcr Ja脚ese

migrantS in Hawaii（Akazaki and Stemmermann28）による）
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japon Hawalian Japanese

Age Number of Wlth proliferative type Number of Wlth proliferotive type

，speclmen＄ 一 specimens stuaied Number Percent studied Nurnber Percent

50 一一 59 一一一…一一一・一一一 57

60－69 一一一一一一一一一…一一 6［

70 一 79 一一一一一一一一一一一一 82

80 一一一一． 一・・一一一一一一一一一一 39

  Totaレー・…・一一一一一… 239
Age’odjusted ol．’Xl’”“．．“．．．．一．“H．．m

 5 5．5
 5 4．9
 7 8．5
 7 17a9
20 5，i
一一一一一一一一一一一 8．7・一・

  28
  53
  55
  42
  158
T7一一一匿一一噛曹冒一■－一一一－

   2 7．1
   7 132
   6 17，I
  l8 42．9
  53 20，9
．”．“”…．一”．一一一一…一

@1 9． 1

’＊’Adjusted to the oge di＄tribution of the 2 series comb，ined．

ら（1971）25）は，尿路結石，糖尿病，高血圧，肝炎およ

び肝硬変罹患者と前立腺癌発生との間には何ら相関関

係はなかったと述べている．

 そしてWynderら（1971）25）は黒人に前立腺癌が多

発し，しかも黒人には淋病罹患者の多いことより，前

立腺炎やトリコモナス感染が前立腺癌発生に関与して

いるのではないかと考えているが，赤崎（ig76）29）は多

くの前立腺癌の組織学的検討結果からは，炎症と前立

腺癌との問に因果関係を認めなかったと述べている．

 したがってこれらの他疾愚と前立腺癌との関連性に

ついては，まだ諸家の間に一致をみない．

 7） ）vfultiple primary neoplasrns

 Cook（1966）32）は前立腺癌と膀胱癌の発生頻度には

正の相関があると述べ，Mocr亡elら（1961）33）は169例

の前立腺癌患者のうち40例に原発性および二次的膀胱

癌も同時に発見されたと報告し，Wyndcrら（1971）25）

も300例の前立腺癌患者のうち17例に膀胱癌が併発し

ていたと述べている．これは前立腺と膀胱とは隣接臓

器であるために，精査中あるいは手術中におたがいに

他の癌が発見される可能性が高いからであろうとも考

えられる．

C． Environment

 1） Time trends

 瀬木（1973）34）による本邦の1950～51年から1970～

71年までの20年闘の前立腺癌の年齢訂正死亡率をみる

と，1950～51年ではO・38人であったのが年とともに増

加し，1970～71年では1・95入となり20年間に5．13倍

の増加を示している，また瀬木・栗原（1972）35＞は25

力国の1950～1966年の年度別死亡率を報告しているが，

そのうちおもな国々の資料をグラフに示すとFig・ll

のごとくとなり，ほとんどの国において前立腺癌によ

る死亡率は年ごとに漸増傾向にあるといえる．

 2） lntercountry variations

 瀬木・栗原（1972）35）によれば1966～67年の国別の

20

年

 15
齢

訂

正

死

亡

率  10

5

U且1Lted S亡ates，

Non一“，hite

South Africa

Franee

Allstralia

一v／2

   United States， Wbite

NXScotland
   Engiand and Wnles

工taly

／ Japan
1950．．5152－5354－5556－5758－5960．一61 62－6364－6566－67 年度

Fig． 11・ 国別前立腺癌年度別死亡率
（瀬木・栗原35）の資料より作製）

前立腺癌の死亡率はFig・12のごとくとなり，米国や

北欧，とくに米国有色人種，南アフリカおよびスウェ

ーデンに前立腺癌による死亡率が高く，日本，イスラ

エルおよびポルトガルにおいては低い．

 3） Migration

 Haenszel＆Kurihara（1968）36）は米国在住白人，

日本人一世および日本在住日本人の前立腺癌による死
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Fig．12・国別前立腺癌死亡率（1966～67瀬木・栗原35）による）

亡率を比較したところ，日本在住日本人の前立腺癌に

よる死亡率は非常に低いのに，米国移民の一世の死亡

率は非常に高くなっていた（Fig．13）．またサンフラ

ンシスコオークランド地区における前立腺癌罹患数

400

8， 300
g一

”o

お 200
偶

s
緩

 100

o

口Japan
es lssei： first generation

囲U．S． White imIngrants

       to U． S．

ttt・s，

  Age 65－74 75 and over
Fig．13・米国在住白人，日本人一世および日本
    在住日本入の前立腺癌死亡率の比較
     （Haensze1＆Kurihara36）による）

（1969～73年）をみると，白人33・1，日本人16である

のに対し，同じ年の岡山県在住日本人のそれは3．0で

あった．

Jacksonら（1975）37）は米国の黒人とナイジェリアの

黒人のそれぞれ1000例の剖検をおこなったところ，前

者には196例，後者には67例の前立腺癌がそれぞれ発

見された．米国の黒人は西アフリカからの移民であ

る．これらの移民に関する資料よりみると，日本や西

アフリカには少ないかあるいは存在しない何らかの前

立腺癌発生促進因子が，米国という環境の申には存在

するのではないかとも考えられる．

 4） Clustering within countries

 Kingら（1963）19）は米国の地域別前立腺癌死亡率を

比較しtところ，白人，有色人種ともに北部は南部よ

りも高かった．また地域別の都会と田舎の比較や，首

都と非首都の比較をおこなったところ，わずかに都会
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および首都の前立腺癌による死亡率が高いだけで，田

舎や非首都と有意の差はないようであった．Levinら

（1960）38）もニューヨt一一一ク州，コネチカット州およびア

イオワ州の都会と田舎の癌発生率を調べたところ，前

立腺癌に関しては相違はみられなかった．

 瀬木（1975）39・40）によれば日本国内では九州地方，

福井県および東京に比較的前立腺癌が多いようである

（Fig． 14）．

が 全日本 100 ALL JAPAN

 一 L40 ．
 ■■圏1120－140

 － 80－L20
 〔羅コ60－80
 〔＝コ  一60

F三g・14・日本国内前立腺癌死亡比県別分布図

     （1969～71 Segi39）による）

 Kingの報告によりみるならば，前立腺癌は寒い地

方に多発するようにも考えられるが，日本の前立腺癌

分布図からはその考えはあてはまらない．

 5） Socioeconomic status

 Winkelstein＆Kantor（1969）41）は，50～69歳では

低収入層は高収入層よりも前立腺癌が多く発生するが

70歳以上では逆に高収入層のほうが低収入層より多発

していることを示し，これは高収入層は多く医療の恩

恵に浴し癌を発見されやすいからであるとしている．

Krain（1973）42）は社会的階層と前立腺癌発生頻度との

間には相関関係はないと述べている．

 Kingら（1963）19）は職種別前立腺癌発生率を調べた

ところ，professionalsにおいて高く，manual workers

やagricultural workersに低い結果であった．しかし

はっきりとした有意差は認められなかった．

 Kingら（1963）19）は，ニューヨーク州に45年以上住

んでいて1953～1958年に前立腺癌にて死亡した人を，

カソリック，プロテスタントおよびユダヤ教の三つの

宗教別に比較したが，前立腺癌死亡率はややユダヤ教
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において低率であったが，全般的に宗教による有意差

は認められなかった．

 以上より前立腺癌発生率とsQcioeconomic statusと

はあまり関係がないようである．

 6） Tobacco

 Wynderら（1971）25）， Doll＆Hill（1964）43）はタバ

コ喫煙と前立腺癌発生の間には相関関係はなかったと

述べており，平山（1976）40・44）は全国29保健所の40歳

以上の住民265，II8人を対象とした追跡調査にて，前

立腺癌と喫煙との聞に5％の危険率で有意の相関あり

と述べている．

 今後検討きれねばならない点といえる．

 7） Diet

 赤崎（1976）29）および瀬木（1976）18）は前立腺癌の発

生には脂肪食が関係すると述べており，平山（1976）45）

は菜食主義者には前立腺癌発生率は低いと述べてい

る．この方面の情報は未だはなはだ不十分であり，今

後大いに検討を要する．

 8） Alcohol

 Wynderら（1971）25）によればアルコールと前立腺癌

発生とはとくに関係ないということである．

 9） Drugs

 Drugsと前立腺癌についての論文はとくに見あたら

ない，

 10） Occupation

 Winkelstein＆Kantor（1969）41）は，10年以上アル

カリバッテリー製造工場に勤務していた70名の男子従

業員中1960～1964年に8名が死亡し，うち3名（38％）

は前立腺癌による死亡であったと報告している．

 Kipling＆Waterhouse（1967）46）1ま1年以上酸化カ

ドミウムを用いる工程にさらされた248名の工場労働

者申12名が死亡し，うち4名は前立腺癌による死亡で

あったと述べている．

 これらの報告によりカドミウムは前立腺癌の発生と

何らかの因果関係がありそうである．

 11） Radiation

 Beanら（1973）47）はJNIH－ABccにおいて，1961

～1969年の間に死亡した50歳以上の男性1，375人の剖

検をおこない，うち90名（6・6％）に前立腺の潜在癌を1

28名（2．1％）に顕在癌を発見した．その他の検討によ

っても，前立腺癌の発生頻度とradiationとの相関関

係はみとめられなかったという．

 本論文中にもすでに述べられているように，radia－

tionは前立腺癌の発生とあまり関係はないといえる．

 12） Air pollution

 Winkelstein＆Kantor（1969）41）によれば，1961年
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7月から1963年6月までにバッファロー市およびその

近辺21カ所のair sampling stationにsamplersを設

置して空気汚染の状態を調べ，一方，同地域において

1959年から1961年までの間に死亡した前立腺癌患者

をその居住地の空気汚染の程度別に分類して死亡率を

算出し比較したところ，50ないし69のグループにお

いて最も空気の汚染している地区では最も空気のきれ

いな地区の2・7倍，70歳以上のグループにおいて1．7

倍前立腺癌の死亡者が多かったという．かれらは各種

の空気汚染物質の中でもとくに酸化カドミウムに注目

している．

 前述のoccupationの項でもカドミウムが問題にな

っており，カドミウム汚染と前立腺癌との関係は今後

おおいに検索されねばならないと考えられる．

 13） Sex life and pregnancy

Wynderら（1971）25）は，39名の前立腺癌愚者，35名

の泌尿生殖器疾患や癌に罹患していない男子および35

名の前立腺肥大症患者に種々な質聞調査をおこなっ

た．その結果，前立腺癌患者群は他の2群に比べ多く

の相手と性交をおこない，婚外交渉もあり，強い性的

欲求をもち，性病にもより高頻度に罹愚していること

が判明した・このことよりWynderらは前立腺癌は

viral venereal diseaseであり，内分泌学的病因も考え

られると述べている．

 Armenianら（！975）48）は，前立腺癌患者290名，

前立腺肥大症患者128名に対し，それぞれ290名，256

名の対照を選んで，質問紙およびインタビュー法によ

り調査をおこなったところ，子どものある既婚者は子

どものない既婚者より2．69倍前立腺癌に対しriskが

あることがわかっtこ．またKrain（1973）42）はカリフ

ォルニア州とアラメダ地方腫瘍登録表により分析きれ

た 136例の前立腺癌患者と対照群に対し疫学的調査を

おこなった結果，既婚者，性交相手の数の多い者，性

交回数の多い者，性病歴のある者および避妊用具を使

用している者は，そうでない者に比べ前立腺癌に罹愚

しゃすいと述べている．

 これと同様な結論はDu伍eld＆Jacobson（1945）49），

Wynderら（1971）25）， Kingら（1963）19）およびLan－

caster（1952）50） も得ている．

 またデンマークにおける1895年から1932年までの

淋疾罹患者数のグラフと，年度をちょうど45年後にず

らした1940年から1970年までの前立腺癌罹愚者数の

グラフとはほとんど一致することより，Heshmatら

（1973）51）は前立腺癌と淋疾の相関関係を主張している

（Fig． 15）．

 以上の諸事実より，前立腺癌発生と性生活および性

病罹患との間にはかなりの相関関係があることがわか

る．しかしその本態が内分泌環境に基づくのか炎症に

基づくのかについては，今後の検討を要する．

 14） Microbial agents
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 Paulsonら（1968）52）は， Similiar Virus 40に感染

したハムスター前立腺組織の培養細胞はin vitroで変

形をおこし，その変形した細胞を同種の宿主に移植す

ると悪性腫瘍を発生せしめたと述べている．しかしヒ

トの前立腺癌とウィルスの関係についてはまだ何もわ

かっていない．

 本研究集会開催に先立って，有益なご助言を賜わった，愛

知県がんセンター研究所長，東北大学名誉教授赤崎兼義博士，

瑞穂短期大学長，東北大学名誉教授瀬木三雄博士1ならびに

横浜市立大学医学部教授高井修道博士に深謝する．

 なお本研究集会は，厚生省がん研究助成金の援助によって

開催された．
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本論文訂正

 Table 1． Grude death rateの300＋の欄に0を加筆します．

 Table 1 L項目別のjapanをJapanに

 Fig．13．図中の説明文i皿mgrants to U．・S．を

         （i㎜igranls to U． S．）繭正します．


